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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (百万円) 21,435 21,890 24,042 27,131 28,508

経常利益 (百万円) 2,537 1,971 1,621 2,282 3,375

当期純利益 (百万円) 1,545 1,151 955 1,436 2,673

持分法を適用した場合の投資

利益
(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 2,160 2,160 2,160 2,160 2,160

発行済株式総数 (千株) 9,400 9,400 9,400 9,400 9,400

純資産額 (百万円) 19,334 19,845 20,846 21,430 23,794

総資産額 (百万円) 23,979 24,445 26,777 26,749 29,486

１株当たり純資産額 (円) 2,056.86 2,111.25 2,217.75 2,279.95 2,531.38

１株当たり配当額

(円)

75 50 40 60 115

(うち１株当たり中間配当

額)
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 (円) 164.45 122.52 101.67 152.87 284.39

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 80.6 81.2 77.9 80.1 80.7

自己資本利益率 (％) 8.2 5.9 4.7 6.8 11.8

株価収益率 (倍) 15.82 21.87 26.58 18.49 19.94

配当性向 (％) 45.6 40.8 39.3 39.2 40.4

営業活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円) 2,179 776 △868 28 6,320

投資活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円) △456 △304 △370 △785 △325

財務活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円) △631 △704 △469 △376 △563

現金及び現金同等物の期末残

高
(百万円) 8,144 7,912 6,203 5,069 10,500

従業員数
(人)

275 264 272 275 284

(外、平均臨時雇用者数) (28) (31) (37) (45) (46)

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第56期の１株当たり配当額には、東京証券取引所市場第一部銘柄指定記念配当10円を含んでおります。
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２【沿革】

安政５年 香川県小豆島で加登屋製油所を1858年（安政５年）に創業、ごま油の製造販売を開始。

昭和32年５月 加登屋製油所は事業の拡大を図るため、同製油所側と株式会社小澤商店（同製油所の東日本地区の代

理店。現小澤物産株式会社）側が共同で出資を行い、新たに株式会社組織として加登屋製油株式会社

を設立。

本社を東京都品川区西大崎一丁目357番地に設置。

昭和36年９月 販売拠点として、大阪支店開設。

昭和36年10月 事業の拡大に備え、小豆島土庄港に工場用地39,600平方米を取得し、新工場を竣工。

昭和42年２月 福岡支店開設。

昭和44年４月 札幌支店、仙台支店、名古屋支店開設。

昭和48年10月 広島支店開設。

昭和49年８月 松本支店、金沢支店、高松支店開設。

昭和51年１月 金沢支店廃止。

昭和51年４月 商号を「かどや製油株式会社」に変更。

昭和52年４月 相模原営業所開設。

昭和53年３月 札幌支店、広島支店、松本支店、高松支店を営業所に変更。

昭和53年８月 熊谷営業所開設。

昭和54年４月 福岡支店を営業所に変更。

昭和55年５月 熊谷営業所を大宮市へと移転し、大宮営業所に改名。

昭和56年３月 相模原営業所廃止。

平成３年８月 本社を品川区西五反田八丁目２番８号に移転。

平成５年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成７年５月 本社東京営業部が東京支店として独立。

平成12年８月 １単位の株式の数を1,000株から100株に変更。

平成12年８月 ＩＳＯ9002を認証取得。(平成15年８月にＩＳＯ9001に移行。)

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年10月 大宮営業所を東京支店に統合。

松本営業所を長野市へと移転し、長野営業所に改名。

平成18年10月 神戸に事業所（物流倉庫）を新設。

平成21年９月 長野営業所を東京支店に、高松営業所を広島営業所に統合。

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（現　東京証

券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場。

平成24年３月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成24年４月 コーシャ認証取得。

平成24年６月 大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）における株式を上場廃止。

平成25年４月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場。

平成27年４月

平成27年８月

平成27年９月

平成28年４月

広島営業所・福岡営業所を支店に昇格。

ＩＳＯ9001を認証返上。

ＦＳＳＣ22000を小豆島工場にて認証取得。

ハラール認証取得。
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３【事業の内容】

当社の企業集団は、当社、その他の関係会社２社で構成されており、ごま油や食品ごまなどの製品を製造・販売し

ております。

当社は、「お客様に常に感謝の心を持ち、安心・安全かつ価値あるごま製品を提供することで、健康でより豊かな

食生活に貢献する。」という経営理念に基づき、家庭用はもとより加工食品の原料や外食産業の業務用など、様々な

用途に応じたごまに関連する製品を展開しております。

平成29年３月31日現在の、当社の企業集団の事業の系統図及び出資比率は次のとおりであります。

 

[事業系統図]

 

 

[出資比率]

 

 

※　小澤物産株式会社は、平成28年６月１日に、小澤物産株式会社および小澤商事株式会社に会社分割を実施してい

ます。本会社分割により、出資比率は、小澤物産株式会社が11.31％、小澤商事株式会社が4.55％となり、小澤

物産株式会社は、当社のその他の関係会社に該当しなくなり、その他の関係会社から主要株主に異動しておりま

す。

　　また、小澤商事株式会社は関連当事者に該当しており、製品の保管荷役及び運送委託等を行っております。
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４【関係会社の状況】

その他の関係会社は次のとおりであります。

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の被
所有割合
（％）

関係内容

(その他の関係会社)

三菱商事株式会社

(注)

東京都千代田区 204,446 総合商社 26.35
原材料の仕入

製品の販売代理

(その他の関係会社)

三井物産株式会社

(注)

東京都千代田区 341,481 総合商社 21.48
原材料の仕入

製品の販売代理

（注）有価証券報告書を提出しております。

 

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成29年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

284（46） 42.3 15.5 6,008,278

 

セグメントの名称 従業員数（人）

ごま油 123 （ 8）

食品ごま 57 （18）

報告セグメント計 180 （26）

その他 － （－）

全社（共通） 104 （20）

合計 284 （46）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト、人材会社からの派遣社員、非常勤嘱託を含

む。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

 

(2）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の追加金融緩和により、企業収益は改善し、国内景

気は回復傾向となっていますが、米国の経済政策や中国経済を始めとするアジア新興国の景気下振れ等の影響を

受け、為替相場や国内外株価は大きく変動しており、景気の先行きは不透明な状況となっております。

食品業界におきましては、食の安全、安心を確保するための管理体制の強化や、健康志向、中食、プレミアム

感といった多様な消費者ニーズに対応する必要が求められています。

このような状況下、当社は「軽くて持ちやすい大容量」を訴求し、600ｇ製品のＰＥＴ化を行い、販促活動を

行って参りました。また、高品質、高付加価値の純白ごま油を一般のクッキングオイル市場へ浸透させるため、

交通広告をはじめ、インターネットや雑誌等メディアを用いて積極的にＰＲおよび販促活動を行いました。

販売数量につきましては、家庭用ごま油を中心に小売店や量販店のフォローアップを重ねて参りました結果、

ごま油の販売数量は前年同期比9.9％増、食品ごまの販売数量は前年同期比6.7％増となりました。また、売上高

につきましては前年同期比5.0％増となりました。

コスト面では、販売数量増加による処理量が増えたこと、充填工場新設による減価償却費の増加、また工場照

明のＬＥＤ化による修繕費の増加等の要因はありましたが、原料払出価格および燃料費の減少等により、売上原

価は前年同期比9.3％減となりました。

一方、販売費及び一般管理費は、家庭用ごま油等の拡販により拡売条件費等の販売経費が増加し、前年同期比

15.8％増となりました。

この結果、売上高は28,508百万円（前年同期比1,376百万円増）、経常利益は3,375百万円（前年同期比1,092百

万円増）、当期純利益は神戸事業所売却による固定資産売却益を計上したこと等により、2,673百万円（前年同期

比1,236百万円増）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①ごま油事業

ごま油事業におきましては、健康に良いとされた植物油が注目され昨年売上げを伸ばした、えごま油やアマニ

油等の購入層が、ごま油やオリーブオイル等の購入にシフトしてきている中、家庭用ごま油を中心に小売店や量

販店のフォローアップを行い、ごま油シェアの回復、拡大を行いました。業務用では、600ｇ製品の容器を丸型Ｐ

ＥＴ容器にリニューアルし、販売促進に努めたこと、また、外食産業向けの売上げが増加したこと等により、結

果、売上高および販売数量ともに前期を上回る結果となりました。

原料購入価格は価格の低下および為替の影響により、前期より低下しております。また、原料の払出価格につ

いても前期より低下しており、単位当たりの原価は前期を下回っております。

こうした環境下において、当社は高品質、高付加価値の純白ごま油をクッキングオイル市場に浸透させるた

め、交通広告等各種メディアを用いたＰＲ活動を行い、売上拡大に努めております。

以上の結果、売上高は23,640百万円（前年同期比1,294百万円増）、セグメント利益は3,026百万円（前年同期

比1,700百万円増）となりました。

 

②食品ごま事業

食品ごま事業におきましては、家庭用ではＰＢ商品の新規獲得があったこと、業務用では加工ユーザー向けの

ねりごまが好調であること等の理由により、売上高および販売数量ともに前期を上回りました。

売上原価はごま油と同様に、単位当たりの原価は前期を下回っております。

こうした環境下において、当社は新製品のねりごまを中心に販促活動を行っております。

以上の結果、売上高は4,853百万円（前年同期比79百万円増）、セグメント利益は550百万円（前年同期比310百

万円増）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前期末に比べ5,430百万円増

加し、10,500百万円となりました。

なお、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において営業活動の結果獲得した資金は6,320百万円（前年同期比6,291百万円収入増）となりまし

た。これは有形固定資産除売却益を554百万円計上および法人税等の支払額が1,003百万円あるなどの減少要因が

あったものの、税引前当期純利益が3,929百万円あり、たな卸資産が2,729百万円減少、減価償却を742百万円行

うなどの増加要因により、資金が増加したものであります。
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は325百万円（前年同期比459百万円支出減）となりました。

これは有形固定資産の売却による収入が1,468百万円あったものの、有形固定資産の取得による支出が1,782百万

円あったこと等によるものであります。
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は563百万円（前年同期比187百万円支出増）となりました。

これは主に配当金の支払いによるものであります。

 

 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当事業年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

前期比（％）

ごま油（トン） 48,675 110.4

内訳   

（ごま油（トン）） （26,983） 111.2

（脱脂ごま（トン）） （21,692） 109.4

食品ごま（トン） 9,692 105.8

合計（トン） 58,368 109.6

（注）１．ごま油生産数量には、輸入原料油、脱脂ごまを含みます。

２．ごま油生産数量は、生産内容が異なるため内訳を記載しております。

(2）商品仕入実績

当事業年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

前期比（％）

その他（百万円） 17 132.5

合計（百万円） 17 132.5

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

当社は受注生産は行っておりません。
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(4）販売実績

当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

前期比（％）

ごま油（百万円） 23,640 105.7

食品ごま（百万円） 4,853 101.6

報告セグメント計（百万円） 28,494 105.0

その他（百万円） 14 118.9

合計（百万円） 28,508 105.0

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

 

相手先

前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

三井物産㈱ 10,499 38.7 11,391 40.0

三菱商事㈱ 4,179 15.4 4,621 16.2

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1）経営方針

当社は、「お客様に常に感謝の心を持ち、安心・安全かつ価値あるごま製品を提供することで、健康でより豊かな

食生活の実現に貢献する」という経営理念の下に、ステークホルダーの皆様の期待に応えられる企業を目指しておりま

す。

 

(2）経営戦略等

当社は、今後もごまのトップメーカーとして邁進していくために以下の課題について取り組んでおります。

①コスト削減と、コストに見合った価格の実現

②国内市場では量から質への転換

③北米や欧州等の海外市場の拡販に注力

④今後のごま需要の動向を見据えた上での生産体制の推進

⑤品質管理の徹底による安心・安全の更なる追求、研究開発の推進

⑥顧客ニーズにあった新製品の開発

⑦コンプライアンス体制の強化と内部統制システムの構築によるＣＳＲ（企業の社会的責任）の向上

⑧株主に利益が還元できる体制を確立するため、優れた人材を確保

 

(3）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社は、変化の厳しい経営環境下でも、安定かつ継続的に利益を確保できる経営体質の確立を目指しております。

収益力の指標である売上高経常利益率を重視した経営を行っていくことで、収益力の向上を図ってまいります。

 

(4）経営環境

食品業界の経営環境につきましては、原料価格の不安定さ、少子高齢化による国内需要の減退等により、競合メー

カーとの競争激化が予想されます。また、消費者からは食の安全、安心を確保するための管理体制の強化や、多様な消

費者ニーズに対応する必要が求められており、依然として厳しい状況が続くことが予想されます。
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４【事業等のリスク】

当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクは、主に以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成29年６月23日）現在において当社が判

断したものであります。

 

(1)原料調達及び為替相場について

当社の主要原材料であるごま種子は、そのほぼ全量を海外から調達しております。そのため原材料の仕入価

格が、世界のごま種子市場の需給バランスの変化や、生産国の経済情勢、天候、作付状況によって変動し、当該

価格が高騰した場合には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

また、ごま種子の輸入やごま油等の輸出取引には、外貨（米ドル）による為替相場変動の影響を受ける場合

があります。そのため当社は為替予約等により、相場の変動のリスクをヘッジしておりますが、そのリスクを全

て排除することは不可能であり、急激な為替相場の変動があった場合は、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

 

(2)カントリーリスクについて

当社では、主要原材料であるごま種子をそのほぼ全量について海外から輸入しております。また、販売政策

の課題として、海外への輸出販売高の拡大に取り組んでおります。

そのため、当社の関連する国において、災害、テロ、戦争、政治・経済状況の激変などの事象が起きた場合

に、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3)食の安全について

当社は、製品の安全・安心を確保するため、ＦＳＳＣ22000の国際規格を取得し、製品のトレーサビリティー

の確保、製品検査、工程管理、製造環境の整備など厳しい品質管理体制を構築しております。

しかしながら、これらの取り組みの範囲を超えた品質問題が発生した場合、当社の業績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。

 

(4)自然災害について

当社は、香川県小豆郡に当社製品の生産工場（小豆島工場）を有しております。当該工場では、一定の製品

備蓄を行っておりますが、当社における製品の生産工場はこの一箇所のみであり、地震等の大規模な災害が発生

した場合、生産設備の毀損あるいは事業中断等により、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(5)市場動向について

当社の事業の大部分は、日本国内において展開しており、国内景気等による消費動向が事業に大きな影響を

及ぼす可能性があります。また、日本は少子・高齢化が進んでおり、このまま人口の減少が続きますと、需要の

減少により市場が縮小し製品販売数量が減少する可能性があります。

当社は、このような影響を最小限に抑えるべく、新たな高付加価値製品の開発や輸出売上高を高めるなどの

対策を講じておりますが、更なる景気動向の悪化や当社製品への需要低下等により、当社の業績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。

 

(6)法律等の諸規制について

当社は「食品衛生法」、「食品表示法」、「ＪＡＳ法」、「製造物責任法」及び「容器包装に係る分別収集

及び再商品化の促進等に関する法律」等による法的規制の適用を受けております。当社は、これら法律の遵守に

努めておりますが、今後において法的規制の変更、強化、新たな規制の導入がされた場合には、当社の事業活動

が制限され、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(7)許認可について

当社の小豆島工場では、厚生労働省より食品衛生法に基づく食用油脂製造業に関する営業許可証をうけてお

ります。営業許可については、製品に製造上衛生に関する食品事故が発生した場合には取り消される可能性があ

ります。また営業許可の更新については、５年毎に行うこととなっており、食品衛生法の定める施設基準に対す

る不適合があった場合には更新がされず、不適事項については改善のうえ再検査を行い、基準に適合させる必要

があります。現営業許可証の有効期限は、平成34年５月31日までとなっております。なお、営業許可の取り消し

及び営業の禁止又は停止については、食品衛生法第55条、第56条等に定められております。また、提出日（平成

29年６月23日）現在までの間において、営業許可の取り消し及び営業の禁止又は停止となる事由は存在しており

ません。

当社では、許可の継続のため、法令の順守及び製品の品質管理を徹底して行っておりますが、将来、何らか

の理由により、許可の取り消しが起こった場合には、営業停止の事態となり、当社の業績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

 

(8)三菱商事株式会社、三井物産株式会社、小澤物産株式会社及び小澤商事株式会社との関係について

現在、三菱商事株式会社及び三井物産株式会社の２社は、当社におけるその他の関係会社に、小澤物産株式

会社及び小澤商事株式会社の２社は、関連当事者に該当しております。

このうち三菱商事株式会社と三井物産株式会社の２社は主要取引先であり、各取引のうち、当事業年度末時

点で、販売高が販売高全体の56.2％、仕入高が仕入高全体の65.0％を占めております。

販売先としては、上記２社とは取引先信用補完のための帳合取引を行っており、実質は帳合先の会社に対し

ての売上であるため、当社における２社の販売高の割合が、即ち依存度を示すものではありません。

仕入先としては、当社では上記２社のほか、他の商社とも取引関係があり、当社にとって最も有効な条件を

提示した取引先からの仕入を行っており、当社における上記２社の仕入額の割合が、即ち依存度を示すものでは

ありません。

しかしながら、現状において、当社では上記２社に対する各取引高の金額が大きいため、取引関係が解消し

た場合等には、ただちに代わりの企業を探すことが困難な可能性もあります。

当社の主要株主である関連当事者の小澤物産株式会社につきましては、製品輸送のための物流コンテナ等の

購入取引を、当社の役員の近親者が議決権の過半数を所有している関連当事者の小澤商事株式会社につきまして

は、製品の保管荷役及び運送委託の取引をそれぞれ行っておりますが、取引条件については、第三者と比較検討

を実施した結果、公正な取引条件で実施しており、独立性は担保されております。

また、社外役員としては、当社監査体制の強化を目的として三菱商事株式会社、三井物産株式会社及び小澤

物産株式会社より当社社外監査役を１名ずつ受け入れておりますが、同様に当社の独立性に影響を及ぼすリスク

はないと考えております。

 

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６【研究開発活動】

当社は多くの消費者に自然の恵みを活かした、健康的で豊かな食生活に貢献できる魅力のある製品を開発、提供

することを研究開発活動の基本方針としております。

当社の研究開発体制として、販売業務部では、当社製品に対する顧客要望、マーケット情報などの顧客ニーズを

取り纏め、新製品の企画・立案を行っております。研究部では、顧客ニーズを踏まえ、ごま関連商品の市場調査や

競合他社製品の分析、既存の工程条件の見直し、新しいごま製品の加工技術の検討を行い、新製品の開発や既存製

品の改良、リニューアルを行っております。また、ごま及びごま油の基礎研究や応用研究にも取り組んでおりま

す。

今後は、「価値あるごま製品を提供することで、健康でより豊かな食生活に貢献する」という経営理念に基づ

き、外部機関との協力体制を構築、共同研究を行いながら、当社独自の研究開発活動を推進します。

なお、当事業年度における研究開発費の総額は50百万円となっております。

当社はセグメント共有の研究開発を行っているため、研究開発費の総額、研究開発活動は特定のセグメントに区

分しておりません。

最近における研究開発活動の主なテーマと開発目標は次のとおりであります。

 

主要テーマ 開発目標

顧客要望に基づくごま製品の開発 製品開発・用途開発によるマーケットの拡大

ごま関連の加工技術、独自製法の探索 付加価値製品創出による競争力ある製品の開発

美味しさを追求するごまの研究
味・香り・食感・安定性・嗜好性・加工性等

様々な視点からの新しいごまの利用、価値を見出す

健康を訴求する機能性成分の研究
ごまに含まれる栄養成分や機能性成分の研究

「美味しさ＋α」の製品開発

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)財政状態の分析

(流動資産)

当事業年度末の流動資産におきましては、前事業年度末に比べ3,090百万円増加し、22,623百万円となりまし

た。

これは原料在庫数量の減少等により、たな卸資産が2,729百万円減少するなどの減少要因があったものの、現金

及び預金が5,430百万円および売掛金が454百万円増加したこと等によるものであります。

 

(固定資産)

当事業年度末の固定資産におきましては、前事業年度末に比べ353百万円減少し、6,863百万円となりました。

これはごま油充填工場設備をはじめ設備投資を行ったこと等により1,132百万円増加したものの、742百万円の減

価償却を行ったこと、神戸事業所売却により898百万円減少したこと等によるものであります。

以上の結果、当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べ2,737百万円減少し、29,486百万円となりました。

 

(流動負債)

当事業年度末の流動負債におきましては、前事業年度末に比べ239百万円増加し、4,696百万円となりました。

これは前事業年度に計上していたごま油充填工場建設工事等の支払いがあったことにより未払金が521百万円減

少したものの、買掛金が期末原料仕入れの増加などにより315百万円、未払法人税等が167百万円、流動負債のその

他が163百万円および役員賞与引当金が100百万円増加したこと等によるものであります。

 

(固定負債)

当事業年度末の固定負債におきましては、前事業年度末に比べ133百万円増加し、995百万円となりました。

これは資産除去債務の取り崩し等により資産除去債務が15百万円減少したものの、繰延税金負債が144百万円増

加したこと等によるものであります。

以上の結果、当事業年度末の負債合計は、前事業年度末に比べ373百万円増加し、5,692百万円となりました。
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(純資産)

純資産におきましては、前事業年度末に比べ2,363百万円増加し、23,794百万円となりました。

これは当期純利益が2,673百万円あり、剰余金の配当を563百万円行ったため、株主資本が2,109百万円増加した

こと、評価・換算差額等が254百万円増加したこと等によるものであります。

 

(2)経営成績の分析

（売上高）

売上高は、前事業年度に比べ5.0％増加し、28,508百万円となりました。

内容といたしましては、第２〔事業の状況〕　１〔業績等の概要〕に記載のとおりであります。

 

（売上原価）

売上原価は前事業年度に比べ9.3％減少し、16,856百万円となりました。

内容といたしましては、第２〔事業の状況〕　１〔業績等の概要〕に記載のとおりであります。

 

（売上総利益）

売上総利益におきましては、前事業年度に比べ3,118百万円増加し11,651百万円となり、売上高総利益率は前事

業年度に比べ9.4ポイント増加し、40.9％となりました。

 

（販売費及び一般管理費）

販売費及び一般管理費におきましては、前事業年度に比べ1,106百万円増加し、8,069百万円となりました。

内容といたしましては、第２〔事業の状況〕　１〔業績等の概要〕に記載のとおりであります。

 

（営業利益）

売上総利益から販売費及び一般管理費を控除した営業利益におきましては、前事業年度に比べ2,012百万円増加

し3,582百万円となり、売上高営業利益率は6.8ポイント増加し、12.6％となりました。

 

（営業外収益・費用）

営業外損益におきましては、主な営業外収益項目である為替差益から営業外費用項目である為替差損を差し引い

た純額が、前事業年度に比べ820百万円減少し273百万円の損失となったこと等により、営業外収益から営業外費用

を差し引いた純額は、前事業年度に比べ919百万円減少し、207百万円の損失となりました。

 

（経常利益）

営業利益に営業外収益・費用を加減算した経常利益は3,375百万円となり、売上高経常利益率は前事業年度に比

べ3.4ポイント増加し、11.8％となりました。

 

（特別利益・損失）

特別損益におきましては、固定資産除売却損が前事業年度に比べ7百万円増加したものの、神戸事業所売却等に

よる固定資産売却益を582百万円計上したことにより、特別利益から特別損益を差し引いた純額は、前事業年度に

比べ575百万円増加し、554百万円の利益となりました。

 

（税引前当期純利益）

経常利益から特別利益・損失を加減算した税引前当期純利益は、前事業年度に比べ1,668百万円増加し、3,929百

万円となりました。

 

（当期純利益）

法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計が1,256百万円となった結果、当期純利益は前事業年度に比

べ1,236百万円増加し2,673百万円となり、売上高当期純利益率は前事業年度に比べ4.1ポイント増加し、9.4％とな

りました。

なお、１株当たりの当期純利益は284円39銭、自己資本当期純利益率は11.8％、総資産経常利益率は12.0％とな

りました。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ5,430百万円増加し、10,500百万円と

なりました。

キャッシュ・フローの詳細につきましては、第２〔事業の状況〕　１〔業績等の概要〕に記載のとおりでありま

す。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社では、ごま油充填工場の新設工事等により、1,132百万円の設備投資を行いました。

 

２【主要な設備の状況】

当社は、国内に１カ所の工場、７カ所に支店および営業所を有しております。そのうち、主要な設備は、以下のと

おりであります。

平成29年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物

（百万円）
構築物

（百万円）

機械及び
装置

（百万円）

車両運搬具
（百万円）

工具、器具
及び備品
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

合計
（百万円）

小豆島工場

(香川県小豆郡)

ごま油

食品ごま

共通

生産設備 1,656 246 1,761 4 59
517

(60,499)
4,247 159

本社

(東京都品川区)
共通 統轄業務施設 109 0 0 8 71

200

(492)
390 54

東京支店

(東京都品川区)

ごま油

食品ごま
販売設備等 3 － 0 7 1 － 13 24

仙台支店

(仙台市青葉区)

ごま油

食品ごま
販売設備等 0 － 0 4 0 － 4 6

名古屋支店

(名古屋市中区)

ごま油

食品ごま
販売設備等 0 － － 3 0 － 4 8

大阪支店

(大阪府吹田市)

ごま油

食品ごま
販売設備等 0 － － 6 0 － 7 17

広島支店

(広島市西区)

ごま油

食品ごま
販売設備等 1 － － 4 0 － 6 7

福岡支店

(福岡市博多区)

ごま油

食品ごま
販売設備等 0 － － 2 0 － 3 7

札幌営業所

(札幌市中央区)

ごま油

食品ごま
販売設備等 － － － 0 0 － 0 2

（注）１．金額には消費税等を含んでおりません。

２．本社に含まれている土地及び建物の大部分は社宅用に取得したものであります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当事業年度末現在における重要な設備の新設、改修の計画は次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

小豆島工場

(香川県小豆郡)

ごま油 ごま油生産設備 729 60 自己資金 平成28.7 平成30.2 －

食品ごま 食品ごま生産設備 94 － 自己資金 平成29.7 平成29.11 －

共通 環境施設建設工事他 212 10 自己資金 平成29.6 平成30.7 －

本社

(東京都品川区)

ごま油

食品ごま

共通

販売配給設備 26 － 自己資金 平成29.3 平成30.3 －

ごま油

食品ごま

共通

事務所・什器備品他 254 － 自己資金 平成29.3 平成30.9 －
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数 (株)

（平成29年３月31日）
提出日現在発行数 (株)
（平成29年６月23日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,400,000 同左
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であり

ます。

計 9,400,000 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

平成14年１月18日

（注）
1,100,000 9,400,000 440 2,160 440 3,082

（注）有償、第三者割当

発行価額　　800円　資本組入額　400円

新株発行数　1,100,000株

払込金総額　880百万円

 

（６）【所有者別状況】

平成29年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 20 24 54 57 4 6,156 6,315 －

所有株式数

（単元）
－ 3,105 357 72,313 1,251 7 16,959 93,992 800

所有株式数の

割合（％）
－ 3.30 0.38 76.94 1.33 0.01 18.04 100.00 －

（注）自己株式282株は、「個人その他」に２単元及び「単元未満株式の状況」に82株を含めて記載しております。
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（７）【大株主の状況】
 

  平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３－１ 2,477.0 26.35

三井物産株式会社
（常任代理人　資産管理サー
ビス信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目１－３ 2,019.5 21.48

小澤物産株式会社 東京都品川区西五反田七丁目24－５ 1,063.1 11.31

小澤商事株式会社 東京都品川区西五反田七丁目24－５ 428.3 4.55

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目５－１ 300.0 3.19

国分グループ本社株式会社 東京都中央区日本橋一丁目１－１ 300.0 3.19

日清食品ホールディングス株
式会社

大阪府大阪市淀川区西中島四丁目１－１ 300.0 3.19

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８－11 101.8 1.08

株式会社Ｊ－オイルミルズ 東京都中央区明石町８－１ 100.0 1.06

日本山村硝子株式会社 兵庫県尼崎市西向島町15－１ 100.0 1.06

計 － 7,189.8 76.48

（注）小澤物産株式会社は、平成28年６月１日付で小澤物産株式会社および小澤商事株式会社に会社分割を実施してお

ります。

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　200 － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

9,399,000
93,990

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あり、単元株式数は100株で

あります。

単元未満株式 普通株式　800 － －

発行済株式総数 9,400,000 － －

総株主の議決権 － 93,990 －
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②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

かどや製油株式会社
東京都品川区西五反田

八丁目２－８
200 － 200 0.00

計 － 200 － 200 0.00

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 58 185,310

当期間における取得自己株式 － －

（注）　当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれていません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を
行った取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取
得自己株式

－ － － －

合併、株式交換、会社
分割に係る移転を行っ
た取得自己株式

－ － － －

その他
（－）

－ － － －

保有自己株式数 282 － 282 －

（注）１．当期間における処理自己株式数には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の売渡による株式は含まれておりません。

２．当期間における保有自己株式数には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の買取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主への利益還元を経営の重点政策の一つとして位置付け、利益配分につきましては、当期純利益の40％

を目処として業績に連動させた配当を採用しております。ただし、業績に関わらず１株当たり20円以上の配当を継続

して行えるよう努力してまいります。

なお、当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、剰余金の配当の決定機関は株

主総会であります。

当事業年度の配当につきましては、基本方針に基づき、１株当たり115円の配当を実施することを決定致しまし

た。

この結果、配当性向は40.4％となりました。

内部留保資金につきましては、将来の事業拡大を見据えた企業体質の強化と、事業基盤の拡大に備えるために有効

投資してまいりたいと考えております。

また、当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当をすることができる旨を定款に定

めております。

なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たりの配当額（円）

平成29年６月23日

定時株主総会決議
1,080 115

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高（円） 2,621 3,325 2,889 3,015 6,650

最低（円） 1,943 2,471 2,519 2,605 2,751

（注）　最高・最低株価は、平成24年４月１日から平成25年４月１日までは東京証券取引所（市場第二部）における

ものであり、平成25年４月２日以降は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。また、大阪

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）について、平成24年４月18日に上場廃止の申請を行い、同年６月

３日に上場廃止となっております。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年10月 11月 12月 平成29年１月 ２月 ３月

最高（円） 3,330 3,385 3,740 4,950 5,100 6,650

最低（円） 3,035 3,145 3,245 3,735 4,510 4,990

（注）　最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性13名　女性－名　（役員のうち女性の比率　－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数

（千株）

代表取締役

社長
 小澤　二郎 昭和12年９月１日生

 
昭和38年４月 三菱電機株式会社入社

昭和42年12月 同社退社

昭和43年１月 株式会社小澤商店（現 小澤物産株式会

社）入社

昭和51年12月 同社専務取締役

昭和55年６月 当社取締役

平成元年７月 小澤物産株式会社取締役副社長

平成４年７月 同社代表取締役社長

平成11年６月 同社代表取締役会長

平成15年６月 同社取締役会長

平成15年６月 当社代表取締役社長

平成17年９月 小澤物産株式会社取締役会長退任

平成22年１月 当社代表取締役社長兼販売本部長

平成22年６月 当社代表取締役社長（現任）
 

※１ 54

取締役

専務執行役員

販売本部長兼

海外営業部長
佐野　雅明 昭和30年５月15日生

 
昭和53年４月 三井物産株式会社入社

平成９年２月 同社クアラルンプール支店食料部長

平成14年３月 同社本店穀物油脂部油脂室長

平成18年６月 当社出向　社長付

平成18年６月 当社取締役執行役員販売副本部長兼販

売業務部長

平成21年６月 当社取締役執行役員販売副本部長兼販

売推進部長

平成21年７月 三井物産株式会社退社

平成22年６月 当社取締役執行役員販売推進部長

平成24年４月 当社取締役執行役員販売推進部長兼東

京支店長

平成24年７月 当社取締役常務執行役員販売推進部長

平成26年６月 当社取締役専務執行役員販売推進部長

平成27年４月 当社取締役専務執行役員販売部門管掌

兼販売業務部長兼販売推進部長

平成27年５月 当社取締役専務執行役員販売部門管掌

兼海外営業部長兼販売業務部長兼販売

推進部長

平成27年10月 当社取締役専務執行役員販売部門管掌

兼海外営業部長兼販売推進部長

平成28年10月 当社取締役専務執行役員販売本部長兼

海外営業部長（現任）
 

※１ 17

取締役

常務執行役員
生産本部長 吉岡　努 昭和30年９月10日生

 
昭和54年３月 小澤物産株式会社入社

平成３年５月 同社退社

平成３年６月 当社入社

平成13年７月 当社工場事務管理部長

平成15年６月 当社執行役員工場事務部長

平成17年４月 当社執行役員工場事務部長兼油脂部長

平成18年10月 当社執行役員工場事務部長

平成20年６月 当社取締役執行役員副工場長兼事務部

長

平成26年６月 当社取締役常務執行役員工場長

平成28年10月 当社取締役常務執行役員生産本部長

（現任）
 

※１ 6
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数

（千株）

取締役

常務執行役員
管理本部長 戸倉　章博 昭和31年３月13日生

 
昭和55年４月 株式会社第一勧業銀行（現 株式会社み

ずほ銀行）入社

平成20年４月 株式会社みずほ銀行 横浜支店長

平成21年11月 当社出向　管理部長

平成22年４月 当社執行役員管理部長

平成22年６月 株式会社みずほ銀行退社

平成22年６月 当社取締役執行役員管理部長

平成26年６月 当社取締役常務執行役員管理部長

平成28年９月 当社取締役常務執行役員管理部門管掌

平成28年10月 当社取締役常務執行役員管理本部長

（現任）
 

※１ 7

取締役

執行役員

販売本部販売

業務部長兼物

流部長

馬場　宗夫 昭和30年10月1日生

 
昭和54年４月 三菱商事株式会社入社

昭和61年12月 泰ＭＣ商事会社出向

平成４年６月 三菱商事株式会社食品トレーディング

部

平成５年７月 ＭＴＦＣＥ社出向

平成７年７月 三菱商事株式会社食品流通第二部

平成13年４月 同社加工食品第二部

平成14年５月 同社ヨハネスブルグ支店

平成19年６月 同社新潟支店長

平成24年４月 当社出向　執行役員社長付

平成24年６月 三菱商事株式会社退社

平成24年７月 当社執行役員東京支店長

平成25年６月 当社取締役執行役員東京支店長

平成27年10月 当社取締役執行役員販売業務部長

平成28年10月 当社取締役執行役員販売本部販売業務

部長兼物流部長（現任）
 

※１ 4

取締役

執行役員

事業開発プロ

ジェクト室長

兼生産本部生

産企画部長

井尻　尚宏 昭和35年10月30日生

 
昭和59年３月 当社入社

平成14年５月 当社研究開発部副部長

平成18年10月 当社油脂部副部長

平成19年４月 当社油脂部長

平成23年６月 当社執行役員油脂部長

平成24年４月 当社執行役員研究部長

平成26年６月 当社取締役執行役員研究部長

平成28年７月 当社取締役執行役員事業開発プロジェ

クト室長兼研究部長

平成28年10月 当社取締役執行役員事業開発プロジェ

クト室長兼生産本部小豆島工場研究部

長

平成29年１月 当社取締役執行役員事業開発プロジェ

クト室長兼生産本部生産企画部長

（現任）
 

※１ 8

取締役

執行役員

生産本部小豆

島工場長
森　基祐 昭和35年４月18日生

 
昭和58年４月 阪本薬品工業株式会社入社

昭和58年12月 同社退社

平成58年12月 当社入社

平成19年４月 当社品質管理部長

平成22年１月 当社研究部長

平成23年６月 当社執行役員研究部長

平成24年４月 当社執行役員油脂部長

平成26年６月 当社執行役員事務部長兼油脂部長

平成27年５月 当社執行役員事務部長

平成28年10月 当社執行役員生産本部小豆島工場長

平成29年６月 当社取締役執行役員生産本部小豆島工

場長（現任）
  

※１ 2
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数

（千株）

取締役  川上　三知男 昭和18年４月３日生

 
昭和54年４月 弁護士登録

 東京芝法律事務所入所（現任）

平成13年６月 当社監査役

平成26年６月 当社取締役（現任）
  

※１ －

取締役  石塚　昭夫 昭和23年３月４日生

 
昭和45年４月 日清製粉株式会社（現　株式会社日清

製粉グループ本社）入社

平成10年６月 同社取締役

平成13年７月 日清フーズ株式会社取締役

平成14年６月 ＮＢＣ株式会社（現　株式会社ＮＢＣ

メッシュテック）専務取締役

平成15年６月 同社代表取締役社長

平成26年６月 同社代表取締役社長退任

平成27年６月 当社取締役（現任）
 

※１ －

常勤監査役  西村　泰彦 昭和32年３月２日生

 
昭和54年３月 当社入社

平成８年７月 当社営業企画部副部長兼販売企画室長

兼商品開発室長

平成13年７月 当社仙台支店長

平成15年６月 当社執行役員大阪支店長

平成20年６月 当社執行役員東京支店長

平成22年10月 当社執行役員販売推進部副部長

平成25年６月 当社常勤監査役（現任）
 

※２ 2

監査役  兼田　隆 昭和23年12月７日生

 
昭和42年４月 菱油販売株式会社入社

平成11年４月 同社管理部統括部長

平成15年６月 同社取締役

平成15年７月 小澤物産株式会社入社 経理財務部副部

長

平成18年４月 同社理事 管理部長

平成23年６月 同社執行役員 管理部長兼物流部長

平成23年６月 当社監査役（現任）

平成25年６月 小澤物産株式会社 監査役（現任）
 

※２ -

監査役  松岡　昌哉 昭和34年２月７日生

 
昭和56年４月 三井物産株式会社入社

昭和60年11月 同社穀油畜産営業統括部

昭和61年９月 同社飼料原料部

平成６年１月 第一ブロイラー株式会社 社長室長

平成９年７月 三井物産株式会社飼料畜産部

平成９年12月 米国三井物産株式会社ニューヨーク本

店食料部

平成10年３月 同社ニューヨーク本店食料部長

平成14年３月 三井物産株式会社飼料畜産部飼料原料

室長

平成21年８月 日本配合飼料株式会社常務執行役員管

理本部長

平成23年４月 同社専務執行役員飼料事業本部長

平成25年４月 三井物産株式会社食糧本部長補佐

平成25年６月 当社監査役（現任）

平成27年４月 三井物産株式会社理事食糧本部長補佐

平成28年４月 同社理事食料本部長補佐（現任）
 

※２ -
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数

（千株）

監査役  塩見　聡 昭和39年７月26日生

 
平成２年４月 三菱商事株式会社入社

平成11年４月 MINOLA REFINING CORPORATION Vice

President

平成14年10月 三菱商事株式会社食糧本部油脂ユニッ

ト

平成23年９月 CALIFORNIA OILS CORPRATION

President&CEO

平成29年４月 三菱商事株式会社生活産業グループ生

活原料本部 戦略企画室長（現任）

平成29年６月 当社監査役（現任）
 

※３ -

    計  103

（注）１．取締役川上三知男および石塚昭夫は、社外役員（会社法施行規則第２条第３項第５号）に該当する社外取締

役（会社法第２条第15号）であります。

２．当社は、取締役川上三知男および石塚昭夫を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員としてその旨

を届け出ております。

３．監査役兼田隆、松岡昌哉及び塩見聡は、社外役員（会社法施行規則第２条第３項第５号）に該当する社外監

査役（会社法第２条第16号）であります。

４．取締役及び監査役の任期は、次のとおりであります。

※１　平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総会終結の時まで。

※２　平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成32年３月期に係る定時株主総会終結の時まで。

※３　平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成32年３月期に係る定時株主総会終結の時まで。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、事業の継続的発展と企業価値向上のため、経営の透明性と健全性を確保する体制の確立に取り組んでお

ります。

そのため、法令及び内部規定類を遵守し、各役員が経営情報を共有することで、取締役会の適正な意思決定機能

を確保するとともに、監査役監査及び社長直属の監査室による内部監査を通じて、適法かつ適正で効率的な経営及

び業務の保全に努めております。

また、積極的なＩＲ活動や会社説明会を通じて、株主・投資家に「開かれた、透明感のある企業」として認識し

ていただくよう努めております。

 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況
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(3）業務の適正を確保するための体制

①取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

ａ経営理念、企業行動憲章、コンプライアンス規程等のコンプライアンス体制に係る規程を、取締役及び使用人が

法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。

ｂコンプライアンス体制の運用と徹底を図るため、管理部門担当役員を委員長とするコンプライアンス委員会を設

置し、コンプライアンスの取り組みを横断的に統括する。また、コンプライアンス委員会が中心となって取締役

及び使用人に対しコンプライアンス教育・啓発を行う。

ｃ法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、コンプライアンス委員会また

は会社の指定する弁護士を情報受領者とする内部通報システムを整備し、内部通報規程に基づきその運用を行

う。

ｄ監査役、及び内部監査部門として業務執行部門から独立した監査室は、連携して各部門の業務プロセス等を監査

し、不正の発見・防止とプロセスの改善に努める。また、監査役及び監査室は、コンプライアンス委員会と連携

の上、コンプライアンスの状況を監査する。

ｅ反社会的勢力に対しては、企業行動憲章に基づき、毅然とした態度で対処し、一切の関係を遮断する。

 

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報は、文書または電磁的媒体に記録し、文書管理規程その他関係規程に従い、適切に

保存及び管理する。

 

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理体制の基礎として経営危機管理規程を定め、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。万一不測の

事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、会社の指定する弁護士等社外専門家の助言を得

ながら迅速な対応を行い、損害の拡大防止と、損害を最小限に止める体制を整備する。

 

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、月１回の定例取締役会を開催

するほか、必要に応じて適宜臨時の取締役会を開催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事

項については、事前に常務以上の役員で構成する経営会議で議論し、その審議を経て執行決定を行う。

ｂ取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務分掌規程、職務権限規程等において、それぞれの

責任者及びその責任、執行手続の詳細について定め、これらの規程に従って執行する。

ｃ執行役員制度の導入により、取締役会の機能を強化するとともに、業務執行を円滑に行う。

 

⑤会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社と関係会社とは、法令及び社会規範を遵守した適切な取引を行う。当社には現在親会社及び子会社に該当す

るものは存在しないが、将来において子会社等を設置する場合には、然るべき規程等を策定し、必要な体制等を整

備する。

 

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使用人

の取締役からの独立性に関する事項

監査役は、監査室所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監査役より監査業務

に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して取締役等の指揮命令を受けないものとする。

 

⑦取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制

ａ取締役は、取締役会等において、担当する業務の執行状況を出席した監査役に報告する。

ｂ上記ａに関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

ｃ当社は、上記の報告を監査役に行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを行わない。
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⑧監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

ａ当社は、監査役がその職務の執行につき、費用の前払等を請求したときは、請求にかかる費用または債務が当該

監査役の職務の執行に関係しないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

ｂ監査役が職務執行に必要であると判断した場合、弁護士、公認会計士等の専門家に意見・アドバイスを依頼する

など必要な監査費用を認める。

 

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会は、経営陣と定期的に意見交換会を開催し、また監査室との連携を図り、適切な意思疎通および効果的

な監査業務の遂行を図る。

 

⑩財務報告の適正性を確保するための体制

社長の指示の下、監査室及び管理部を主たる部門として、財務報告の適正性及び信頼性を確保するための体制を

構築し、その体制の整備・運用状況を定期的に評価し、必要に応じて改善を進める。

また、取締役会は、財務報告に係る内部統制に関して適切に監督を行う。

 

⑪反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容

当社及びその特別利害関係者、株主、取引先等は、反社会的勢力と一切の関係を遮断している。当社は、社団法

人日本経済団体連合会が公表した「企業行動憲章　実行の手引き」（平成22年９月改訂）及び「企業が反社会的勢

力による被害を防止するための指針」（平成19年6月　犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ）を基本理念として尊重

し、これらに沿って体制を構築し運用している。当社における方針・基準等については、「経営理念」「企業行動

憲章」「具体的行動に際しての指針」において定めており、主要な社内会議等の機会をとらえて繰り返しその内容

の周知徹底を図っている。そして、「反社会的勢力対応規程」を制定し、就業規則においても反社会的勢力に対す

る勤務心得を付記している。全社員が、いつ何どきにおいても、反社会的勢力が接触してきた際に適切に対応でき

るよう、「反社会的勢力対応マニュアル」を制定して常に関係遮断を図っている。また、適時（概ね年間１回）外

部の講師を招き、あるいは研修教材を用いて、当社のすべての役員、従業員を対象にした反社会的勢力との関係遮

断に関する研修会を開催している。これらの施策により、当社のすべての役員、従業員は反社会的勢力との絶縁が

極めて重要にしてかつ永遠のテーマであることを理解している。

 

(4）取締役会について

取締役会は、月１回の定例取締役会、必要に応じて臨時の取締役会を開催するほか、社長主催のもと常務以上の

役員からなる経営会議を月１回開催することで重要案件について、迅速・適切な意思決定を行なっております。取

締役会は、取締役９名で構成され、９名の取締役のうち２名は、社外取締役で非常勤であります。

なお、平成15年６月27日より、取締役会の機能を強化するとともに、業務執行を円滑に行うために、執行役員制

度を導入し取締役を減員しております。

 

(5）内部監査及び監査役監査の状況

①内部監査の状況

内部監査につきましては、社長直属の監査室を設置し、その人員は２名であり、監査計画に基づき定期的に内部

監査業務を執行しております。

 

②監査役会及び監査役監査の状況

当社の監査役会は、常勤監査役１名及び非常勤監査役３名で構成されており、非常勤監査役３名は社外監査役で

あります。

監査役監査につきまして、監査役は取締役会に出席し意見を述べるとともに、業務の進行状況を十分把握の上、

業務監査及び調査を行っております。
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③内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携につきましては、内部監査（監査室）と監査役は連携して監査計

画を練っており、監査の結果については情報を共有し、必要に応じて監査室長が監査役会に出席し、協議を行う体

制を確保しております。

また、監査役会は、四半期ごとに当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツから決算の概況及び内部統

制の状況について報告を受けており、内部監視体制の確保及び適法かつ適正な経営体制の保全に努めております。

 

(6）会計監査の状況

会計監査につきましては、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、監査法人及びその業務執行社

員と当社の間には、特別な利害関係はありません。当期において業務を執行した公認会計士は以下のとおりです。

指定有限責任社員　篠原孝広、永田立

また、当社の会計監査業務及び内部統制監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他４名であります。

なお、会計監査人の解任または不再任の決定の方針につきましては、会計監査人が会社法第340条第１項各号に

定める項目に該当すると判断される場合には、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任いたしま

す。

また、上記の場合のほか、公認会計士法等の法令違反による監督官庁から処分を受けた場合、その他、会計監査

人の監査品質、品質管理、独立性、当社評価項目による評価結果の観点から、監査を遂行するに不十分であると判

断した場合、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま

す。

 

(7）社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。
 

①社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的・資本的・取引関係その他の利害関係

社外取締役川上三知男氏は、弁護士としての知識をいかした客観的かつ専門的知識と当社社外監査役としての

豊富な経験があり、当社とは、特別な利害関係はありません。なお、一般株主と利益相反の生じるおそれがない

独立役員として指定し、株式会社東京証券取引所にその旨を届け出ております。

社外取締役石塚昭夫氏は、経営者としての経験や、豊富なビジネス経験・実績、幅広い見識があり、当社と

は、特別な利害関係はありません。なお、一般株主と利益相反の生じるおそれがない独立役員として指定し、株

式会社東京証券取引所にその旨を届け出ております。

社外監査役兼田隆氏は、当社の主要株主である小澤物産株式会社の監査役であり、当社と同社との間には、製

品輸送のための物流コンテナ等の購入取引関係があります。なお、小澤物産株式会社との取引関係については、

「第５ 経理の状況」の「１ 財務諸表等」の「関連当事者情報」に記載のとおりであります。

社外監査役松岡昌哉氏は、当社のその他の関係会社である三井物産株式会社の理事食料本部長補佐であり、当

社と同社との間に、原材料の仕入、製品の販売等の取引関係があります。なお、三井物産株式会社との取引関係

については、「第５ 経理の状況」の「１ 財務諸表等」の「関連当事者情報」に記載のとおりであります。当社

と同社の間には一般的な営業取引のみで、特別な利害関係はありません。

社外監査役塩見聡氏は、当社のその他の関係会社である三菱商事株式会社の生活産業グループ生活原料本部戦

略企画室長であり、当社と同社との間に、原材料の仕入、製品の販売等の取引関係があります。なお、三菱商事

株式会社との取引関係については、「第５ 経理の状況」の「１ 財務諸表等」の「関連当事者情報」に記載のと

おりであります。当社と同社の間には一般的な営業取引のみで、特別な利害関係はありません。
 

②社外取締役及び社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割

社外取締役については、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行い、経営監督

の実現を図っております。

また、社外監査役については、多様な視点から監査を行うことで経営の健全性、適法性を確保しております。
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③社外取締役及び社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

社外取締役については、豊富な経験と幅広い見識を有し、客観的立場から指摘・意見ができる人材の中から複

数選任しております。

社外監査役については、豊富な経験と幅広い見識を有し、客観的立場から指摘・意見ができ、様々な専門知識

を有する人材の中から複数選任しております。

なお、当社では、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針は定めておりませ

んが、選任にあたっては、専門的な知見に基づく客観的かつ適切な監督又は監査等の機能及び役割が期待され、

かつ一般株主と利益相反が生じる恐れがないことを基本としております。

 

④社外取締役及び社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役及び社外監査役と内部監査との相互連携・内部統制部門との関係につきましては、監査役監査基準

第33条（監査室等との連携による組織的かつ効率的監査）に基づき、監査役会において監査室との連携につい

て、常勤監査役から適宜報告しております。

監査役会におきまして、各監査役から質疑等があった場合には、通常常勤監査役が監査室長と面談のうえ確認

し、監査役会で報告しております。もし至急であれば、監査室長が直接監査役会に出席のうえ報告しておりま

す。常勤監査役と監査室長とは、毎月一回面談を行ない相互連携に努めております。

また、社外取締役及び社外監査役は、取締役会に出席し相互に情報の交換及び意見の確認を行なっておりま

す。

監査役監査及び会計監査との相互連携・内部統制部門との関係につきましては、監査役及び監査役会は会計監

査人から四半期に一回、監査役会にて会計監査、内部統制監査について報告を受け、意見及び情報の交換を行い

連携を保っております。また、常勤監査役と会計監査人とは、監査役会とは別に四半期に一回面談をしておりま

す。

 

(8）役員報酬等

①役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与

取締役

（社外取締役を除く。）
397 228 － 168 6

監査役

（社外監査役を除く。）
29 23 － 6 1

社外役員 26 26 － － 6

 

②報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

氏名 役員区分 会社区分

報酬等の種類別の総額（百万円）
報酬等の総額
（百万円）基本報酬

ストック
オプション

賞与

小澤　二郎 代表取締役 提出会社 61 － 60 121

 

③役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

取締役の報酬等の額は、株主総会の決議により承認された報酬限度額の範囲内で、業績、財務状況及び経済情

勢を考慮のうえ、取締役会にて決定しております。

監査役の報酬等の額は、株主総会の決議により承認された報酬限度額の範囲内で、監査役の協議により決定し

ております。

 

(9）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

月１回の取締役会、必要に応じて臨時取締役会を開催した他、経営会議を月１回開催し、重要案件について迅

速・適切な意思決定をいたしました。

また、ＩＲ活動につきましては、適時開示を行い、積極的なＩＲ活動や会社説明会を通じて株主、投資家に

「開かれた、透明感のある企業」として認識いただくように努めております。さらに、コンプライアンスについ

ては、会社の指定する弁護士等社外専門家の助言を取り入れ、経営に法的統制が働く仕組みを構築しておりま

す。
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(10）取締役の定数

当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

 

(11）取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

 

(12）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。

 

(13）自己株式の取得

当社は、経済環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に

より、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款に定めております。

 

(14）中間配当

当社は、株主への利益還元をより機動的に行うため、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名

簿に記録された株主または登録株式質権者に対して会社法第454条第５項に定める中間配当をすることができる旨

を定款に定めております。

 

(15）責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項各号

に定める金額の合計額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査

役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。
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(16）株式の保有状況

①投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

21銘柄　1,855百万円

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

日清食品ホールディングス㈱ 175,125 926
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

キユーピー㈱ 73,800 188
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱みずほフィナンシャルグループ 280,000 47
当社の取引銀行であり、持続的な協

力関係を維持していくため。

加藤産業㈱ 13,975 38
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱三井住友フィナンシャルグループ 6,000 20
当社の取引銀行であり、持続的な協

力関係を維持していくため。

三菱食品㈱ 5,600 16
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱いなげや 10,204 14
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱ライフコーポレーション 2,898 8
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱サトー商会 7,275 7
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

フジッコ㈱ 3,168 7
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱王将フードサービス 1,320 4
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱トーカン 2,000 3
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱マルタイ 2,200 1
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱東武ストア 3,750 1
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱リテールパートナーズ 1,000 1
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱大光 1,057 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱ユナイテッド・

スーパーマーケットＨＤ
661 0

取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱Ｏｌｙｍｐｉｃグループ 1,000 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

伊藤忠食品㈱ 100 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。
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当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

日清食品ホールディングス㈱ 175,763 1,084
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

キユーピー㈱ 73,800 232
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱みずほフィナンシャルグループ 280,000 57
当社の取引銀行であり、持続的な協

力関係を維持していくため。

加藤産業㈱ 13,975 39
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱三井住友フィナンシャルグループ 6,000 24
当社の取引銀行であり、持続的な協

力関係を維持していくため。

三菱食品㈱ 5,600 19
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱いなげや 10,531 16
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱ライフコーポレーション 2,898 9
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱サトー商会 7,655 9
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

フジッコ㈱ 3,168 8
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱王将フードサービス 1,320 5
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱トーカン 2,000 4
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱マルタイ 2,200 1
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱リテールパートナーズ 1,000 1
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱東武ストア 375 1
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱大光 1,219 1
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱ユナイテッド・

スーパーマーケットＨＤ
661 0

取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱Ｏｌｙｍｐｉｃグループ 1,000 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

伊藤忠食品㈱ 100 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

26 － 29 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）

該当事項はありません。

（当事業年度）

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

該当事項はありません。

（当事業年度）

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査公認会計士等より監査計画の提示・

説明を受けた後、その具体的内容（監査日程・監査項目・報酬金額等）について協議し、当社の規模・特性等を

勘案したうえ、監査役会の同意を得て決定しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成28年４月１日から平成29年３月31

日まで）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、情報の収集に努めております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,084 10,515

売掛金 ※１ 5,652 ※１ 6,107

商品及び製品 1,227 1,151

仕掛品 1,059 773

原材料及び貯蔵品 5,951 3,583

前払費用 181 172

繰延税金資産 277 253

その他 97 65

流動資産合計 19,532 22,623

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,524 3,372

減価償却累計額 △1,650 △1,600

建物（純額） 1,873 1,772

構築物 744 761

減価償却累計額 △501 △514

構築物（純額） 243 247

機械及び装置 7,964 8,292

減価償却累計額 △6,918 △6,530

機械及び装置（純額） 1,045 1,762

車両運搬具 117 126

減価償却累計額 △86 △84

車両運搬具（純額） 30 41

工具、器具及び備品 621 717

減価償却累計額 △481 △580

工具、器具及び備品（純額） 139 136

土地 1,539 718

建設仮勘定 382 70

有形固定資産合計 5,255 4,747

無形固定資産   

ソフトウエア 20 14

その他 7 7

無形固定資産合計 28 21

投資その他の資産   

投資有価証券 1,629 1,855

出資金 0 0

従業員に対する長期貸付金 10 11

破産更生債権等 60 59

長期前払費用 3 7

繰延税金資産 71 -

その他 235 237

貸倒引当金 △77 △77

投資その他の資産合計 1,932 2,094

固定資産合計 7,216 6,863

資産合計 26,749 29,486
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１ 1,305 ※１ 1,620

未払金 ※１ 1,843 ※１ 1,321

未払費用 57 61

未払法人税等 598 765

前受金 16 9

預り金 15 17

賞与引当金 326 342

役員賞与引当金 74 174

その他 218 382

流動負債合計 4,456 4,696

固定負債   

退職給付引当金 790 795

資産除去債務 51 36

長期未払金 19 19

繰延税金負債 － 144

固定負債合計 861 995

負債合計 5,318 5,692

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,160 2,160

資本剰余金   

資本準備金 3,082 3,082

資本剰余金合計 3,082 3,082

利益剰余金   

利益準備金 250 250

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 － 305

別途積立金 10,140 10,440

繰越利益剰余金 5,448 6,952

利益剰余金合計 15,839 17,948

自己株式 △0 △0

株主資本合計 21,081 23,190

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 453 606

繰延ヘッジ損益 △103 △3

評価・換算差額等合計 349 603

純資産合計 21,430 23,794

負債純資産合計 26,749 29,486
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②【損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 ※６ 27,131 ※６ 28,508

売上原価   

製品期首たな卸高 1,161 1,226

商品期首たな卸高 0 0

当期製品製造原価 ※６ 18,686 ※６ 16,800

当期商品仕入高 12 17

合計 19,862 18,044

他勘定振替高 ※１ 36 ※１ 36

製品期末たな卸高 1,226 1,150

商品期末たな卸高 0 0

売上原価合計 18,599 16,856

売上総利益 8,532 11,651

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 6,962 ※２,※３ 8,069

営業利益 1,570 3,582

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 155 68

為替差益 546 －

雑収入 17 8

営業外収益合計 721 77

営業外費用   

支払手数料 7 6

為替差損 － 273

雑損失 2 4

営業外費用合計 9 285

経常利益 2,282 3,375

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 0 ※４ 582

特別利益合計 0 582

特別損失   

固定資産除売却損 ※５ 21 ※５ 28

特別損失合計 21 28

税引前当期純利益 2,261 3,929

法人税、住民税及び事業税 891 1,128

法人税等調整額 △67 128

法人税等合計 824 1,256

当期純利益 1,436 2,673
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製造原価明細書

  
前事業年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ．材料費   15,453 83.1  13,039 79.0

Ⅱ．労務費   1,147 6.2  1,199 7.2

Ⅲ．経費        

１．減価償却費  461   619   

２．その他の経費  1,528 1,989 10.7 1,655 2,275 13.8

当期総製造費用   18,591 100.0  16,514 100.0

仕掛品期首たな卸高   1,154   1,059  

合計   19,746   17,574  

仕掛品期末たな卸高   1,059   773  

当期製品製造原価   18,686   16,800  

        

（注）　当社の原価計算の方法は実際原価による工程別総合原価計算を採用しております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

         （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
固定資産
圧縮積立
金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,160 3,082 3,082 250 － 9,840 4,687 14,778 △0 20,020

当期変動額           

固定資産圧縮積立金の積立           

別途積立金の積立      300 △300 －  －

剰余金の配当       △375 △375  △375

当期純利益       1,436 1,436  1,436

自己株式の取得         △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － － － － 300 760 1,060 △0 1,060

当期末残高 2,160 3,082 3,082 250 － 10,140 5,448 15,839 △0 21,081

 

     

 評価・換算差額等
純資産合計

 その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 555 269 825 20,846

当期変動額     

固定資産圧縮積立金の積立     

別途積立金の積立    －

剰余金の配当    △375

当期純利益    1,436

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△102 △373 △476 △476

当期変動額合計 △102 △373 △476 584

当期末残高 453 △103 349 21,430
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当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

         （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
固定資産
圧縮積立
金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,160 3,082 3,082 250 － 10,140 5,448 15,839 △0 21,081

当期変動額           

固定資産圧縮積立金の積立     305  △305 －  －

別途積立金の積立      300 △300 －  －

剰余金の配当       △563 △563  △563

当期純利益       2,673 2,673  2,673

自己株式の取得         △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － － － 305 300 1,503 2,109 △0 2,109

当期末残高 2,160 3,082 3,082 250 305 10,440 6,952 17,948 △0 23,190

 

     

 評価・換算差額等
純資産合計

 その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 453 △103 349 21,430

当期変動額     

固定資産圧縮積立金の積立    －

別途積立金の積立    －

剰余金の配当    △563

当期純利益    2,673

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

153 100 254 254

当期変動額合計 153 100 254 2,363

当期末残高 606 △3 603 23,794
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④【キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 2,261 3,929

減価償却費 517 742

その他の償却額 2 2

賞与引当金の増減額（△は減少） 148 15

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 29 100

退職給付引当金の増減額（△は減少） 35 4

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

受取利息及び受取配当金 △156 △69

支払手数料 7 6

為替差損益（△は益） △6 3

有形固定資産除売却損益（△は益） 21 △554

売上債権の増減額（△は増加） △37 △454

破産更生債権等の増減額（△は増加） 0 0

たな卸資産の増減額（△は増加） △612 2,729

前払費用の増減額（△は増加） △26 3

その他の資産の増減額（△は増加） 87 19

仕入債務の増減額（△は減少） △1,991 315

前受金の増減額（△は減少） 7 △6

未払金の増減額（△は減少） 96 156

未払費用の増減額（△は減少） 23 3

その他の負債の増減額（△は減少） 124 304

小計 529 7,251

利息及び配当金の受取額 219 78

支払手数料の支払額 △6 △7

法人税等の支払額 △714 △1,003

営業活動によるキャッシュ・フロー 28 6,320

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △784 △1,782

無形固定資産の取得による支出 △14 △1

有形固定資産の売却による収入 0 1,468

有形固定資産の除却による支出 △10 △1

資産除去債務の履行による支出 △4 －

投資有価証券の取得による支出 △4 △4

貸付けによる支出 － △3

貸付金の回収による収入 1 1

保険積立金の積立による支出 △4 △4

保険積立金の解約による収入 28 －

その他 6 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △785 △325

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △375 △563

財務活動によるキャッシュ・フロー △376 △563

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,133 5,430

現金及び現金同等物の期首残高 6,203 5,069

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,069 ※１ 10,500
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価額等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法を採用しております。

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品・原材料

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

(2）製品・仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。

(3）貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　３～50年

機械及び装置　　７～10年

(2）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

６．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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７．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約の振当処理の要件を満たすものについては振当処理を採

用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・為替予約取引

ヘッジ対象・・・外貨建債権債務

(3) ヘッジ方針

社内のリスク管理方針に基づき為替変動リスクをヘッジしております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事業

年度から適用しております。

 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には次のものがあります。

  
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

流動資産    

売 掛 金  3,325百万円 3,796百万円

流動負債    

買 掛 金  264 490

未 払 金  53 0

 

※２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と特定融資枠契約（シンジケーション方式によるコ

ミットメントライン）を締結しております。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高等は次のとおり

であります。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

特定融資枠契約の総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 － －

借入未実行残高 3,000 3,000
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（損益計算書関係）

※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

広告宣伝費  26百万円  27百万円

その他  9  8

計  36  36

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度70％、当事業年度70％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度30％、当事業年度30％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

運送費及び保管料 1,157百万円 1,268百万円

販売促進費 2,941 3,442

賞与引当金繰入額 149 156

役員賞与引当金繰入額 74 174

減価償却費 53 117

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前事業年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

90百万円 50百万円

 

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

車両運搬具 0百万円 0百万円

土地 － 582

計 0 582

 

※５　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

固定資産除却損

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

建物 9百万円 22百万円

機械及び装置 10 4

車両運搬具 0 0

工具、器具及び備品 0 0

ソフトウェア － 0

計 20 27

 

固定資産売却損

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

車両運搬具 0百万円 0百万円

計 0 0
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※６　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

関係会社への売上高  14,682百万円  16,012百万円

関係会社からの仕入高  10,811  6,949

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（千株）

当事業年度増加株式
数（千株）

当事業年度減少株式
数（千株）

当事業年度末株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式 9,400 － － 9,400

合計 9,400 － － 9,400

自己株式     

普通株式 0 0 － 0

合計 0 0 － 0

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 375 40 平成27年３月31日 平成27年６月26日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 563 利益剰余金 60 平成28年３月31日 平成28年６月29日

 

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（千株）

当事業年度増加株式
数（千株）

当事業年度減少株式
数（千株）

当事業年度末株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式 9,400 － － 9,400

合計 9,400 － － 9,400

自己株式     

普通株式 0 0 － 0

合計 0 0 － 0

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 563 60 平成28年３月31日 平成28年６月29日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 1,080 利益剰余金 115 平成29年３月31日 平成29年６月26日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 5,084百万円 10,515百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △15 △15

現金及び現金同等物 5,069 10,500

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に営業活動による現金収入により確保しております。ま

た、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引は、将来の為替・金利

の変動によるリスク回避を目的として利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。
 

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、当該リスクに関して

は、与信管理部署である物流部において、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の

信用状況を年度ごとに把握する体制をとっております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。ま

た、当該リスクに関しては、管理部において定期的に時価や発行体の財務状況を把握する体制をとっておりま

す。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。

また、営業債務などの流動負債はその決済時において流動性リスクに晒されますが、当社では月次に資金繰

計画を作成するなどの方法により管理しております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予

約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方

法等については、前述の重要な会計方針「７．ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

デリバティブ取引については、取引の契約先を信用度の高い商社に限っているため、相手先の契約不履行に

よるリスクはほとんどないと認識しております。為替予約取引の執行・管理については、取引権限及び取引限

度額等を定めた社内ルールに従い、外貨建輸出入取引実行時に海外営業部が行っており、取引の都度、管理部

に報告をしております。
 
(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価格が含

まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価格が変動することがあります。
 
２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前事業年度（平成28年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 5,084 5,084 －

(2）売掛金 5,652 5,652 －

(3）投資有価証券 1,289 1,289 －

資産計 12,026 12,026 －

(1）買掛金 1,305 1,305 －

(2）未払金 1,843 1,843 －

(3）未払法人税等 598 598 －

負債計 3,747 3,747 －

 デリバティブ取引(*) (150) (150) －

(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（ ）で示しております。
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当事業年度（平成29年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 10,515 10,515 －

(2）売掛金 6,107 6,107 －

(3）投資有価証券 1,516 1,516 －

資産計 18,138 18,138 －

(1）買掛金 1,620 1,620 －

(2）未払金 1,321 1,321 －

(3）未払法人税等 765 765 －

負債計 3,708 3,708 －

 デリバティブ取引(*) (4) (4) －

(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（ ）で示しております。

 
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。保有目的ごとの有価証券に関する事項につい

ては、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

(1)買掛金、(2)未払金、(3)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご覧ください。
 
（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

非上場株式(*) 340 338

(*)これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）

投資有価証券」には含めておりません。
 

（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
(百万円）

１年超５年以内
(百万円）

５年超10年以内
(百万円）

10年超
(百万円）

現金及び預金 5,084 － － －

売掛金 5,652 － － －

合計 10,736 － － －

 

当事業年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
(百万円）

１年超５年以内
(百万円）

５年超10年以内
(百万円）

10年超
(百万円）

現金及び預金 10,514 － － －

売掛金 6,107 － － －

合計 16,621 － － －

 
（注）４．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

該当事項はありません。
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（有価証券関係）

その他有価証券で時価のあるもの

前事業年度（平成28年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）
差額（百万円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

（1）株式 1,287 653 633

（2）その他 － － －

小計 1,287 653 633

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

（1）株式 2 2 △0

（2）その他 － － －

小計 2 2 △0

合計 1,289 656 632

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　340百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
 

当事業年度（平成29年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）
差額（百万円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

（1）株式 1,514 658 856

（2）その他 － － －

小計 1,514 658 856

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

（1）株式 1 2 △0

（2）その他 － － －

小計 1 2 △0

合計 1,516 661 855

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　338百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前事業年度（平成28年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

当該時価の算

定方法

為替予約等の

振当処理

為替予約取引

買建

米ドル

買掛金
198 － （注） 取引金融機関

から提示され

た価格に基づ

く

4,622 － △150

合計 4,821 － △150

（注）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているため、

その時価は、当該買掛金の時価に含めて記載しております。
 

当事業年度（平成29年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

当該時価の算

定方法

為替予約等の

振当処理

為替予約取引

買建

米ドル

買掛金
379 － （注） 取引金融機関

から提示され

た価格に基づ

く

1,562 － △4

合計 1,942 － △4

（注）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているため、

その時価は、当該買掛金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度の一部について、確定拠出年金法の施行に伴い、平成20年10月に

確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号)を適

用しております。

また、退職一時金制度に加えて、退職給付会計実務指針33項の例外処理に該当する制度であります酒フーズ厚

生年金基金に加入していましたが、当該基金は平成29年３月31日をもって解散しました。この解散による当社の

財務諸表に与える影響はありません。

 

２．簡便法を適用した確定給付制度

①簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 前事業年度

（平成28年３月31日）

当事業年度

（平成29年３月31日）

退職給付引当金の期首残高  754百万円   790百万円  

退職給付費用  81百万円   107百万円  

退職給付の支払額  △45百万円   △102百万円  

退職給付引当金の期末残高  790百万円   795百万円  

 

②退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

 前事業年度

（平成28年３月31日）

当事業年度

（平成29年３月31日）

積立型制度の退職給付債務  790百万円   795百万円  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額  790百万円   795百万円  

 

 前事業年度

（平成28年３月31日）

当事業年度

（平成29年３月31日）

退職給付引当金  790百万円   795百万円  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額  790百万円   795百万円  

 

３．退職給付費用の内訳

 
 

前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

勤務費用  81百万円   107百万円  

小計  81百万円   107百万円  

         

総合型厚生年金基金への拠出額  93百万円   93百万円  

従業員拠出額  △27 百万円  △32 百万円 

小計  65百万円   61百万円  

         

退職給付費用  146百万円   168百万円  

その他  11百万円   11百万円  

合計  157百万円   180百万円  
 
（注）厚生年金基金の代行部分を含めて表示しております。

「その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。
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４．要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

（１）積立状況に関する事項 （平成27年３月31日現在）  （平成28年３月31日現在）  

年金資産の額  66,367 百万円   60,702 百万円  

年金財政計算上の数理債務の額と最低責

任準備金の額との合計額
 69,003    63,792   

差引額  △2,635    △3,090   

（２）制度全体に占める当社の拠出金割合
（平成27年３月31日現在）  （平成28年３月31日現在）  

 2.4％   2.5％  

（３）補足説明 上記（１）の差引額の主な要

因は、年金財政計算上の過去

勤務債務残高9,301百万円、当

年度剰余金5,532百万円および

別途積立金1,134百万円であり

ます。

上記（１）の差引額の主な要

因は、年金財政計算上の過去

勤務債務残高8,996百万円、当

年度不足金759百万円および別

途積立金6,666百万円でありま

す。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
 

当事業年度

（平成29年３月31日）

（流動資産）    

繰延税金資産    

賞与引当金 100百万円 105百万円

未払金 74  87

未払事業税 39  39

未払費用 15  16

広告宣伝費 －  2

賃借料 0  0

繰延ヘッジ損益 46  1

繰延税金資産計 277  253

繰延税金資産の純額 277  253

    

（固定資産）    

繰延税金資産    

退職給付引当金 242  243

資産除去債務 15  11

長期未払金 5  5

繰延資産 1  1

減価償却費 12  －

減損損失 18  －

貸倒引当金 18  18

投資有価証券 12  12

会員権 7  5

繰延税金資産計 334  297

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 －  △134

有形固定資産 △5  △3

株式売却益 △6  △6

その他有価証券評価差額金 △200  △267

繰延税金負債計 △212  △413

評価性引当額 △50  △29

繰延税金資産の純額 71  △144
 

EDINET提出書類

かどや製油株式会社(E00433)

有価証券報告書

47/62



２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
 

当事業年度

（平成29年３月31日）

法定実効税率 33.06％  30.86％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.60  1.70

住民税均等割 0.76  0.44

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.66  －

その他 △0.63  △1.02

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.45  31.98

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

小豆島工場等の石綿障害予防規則および建設リサイクル法に伴う撤去費用等であります。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該資産の耐用年数に応じて9年から50年と見積り、割引率は使用見込期間に対応した国

債金利の0.56％から1.98％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

期首残高 74百万円 51百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 4 －

時の経過による調整額 1 0

資産除去債務の履行による減少額 △4 △3

資産除去債務の取崩による減少額 △23 △12

期末残高 51 36

 

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品の区分別のセグメントから構成されており、「ごま油事業」及び「食品ごま事業」の２つを報告

セグメントとしております。

「ごま油事業」は、家庭用及び業務用のごま油やごま油の副生成物である脱脂ごま等の製造及び販売を行って

おります。

「食品ごま事業」は、家庭用及び業務用のいりごまやねりごま等の製造及び販売を行っております。
 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却の方法を同

様に変更しております。

　これによる財務諸表に与える影響は軽微であります。
 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
 

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計 調整額
財務諸表
計上額
（注２） ごま油 食品ごま 計

売上高        

外部顧客への売上高 22,346 4,773 27,119 11 27,131 － 27,131

計 22,346 4,773 27,119 11 27,131 － 27,131

セグメント利益 1,325 239 1,564 5 1,570 － 1,570

セグメント資産 12,472 4,253 16,726 0 16,726 10,022 26,749

その他の項目        

減価償却費 369 147 517 － 517 － 517

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
705 80 786 － 786 242 1,028

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「仕入商品販売」を含ん

でおります。

２．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計 調整額
財務諸表
計上額
（注２） ごま油 食品ごま 計

売上高        

外部顧客への売上高 23,640 4,853 28,494 14 28,508 － 28,508

計 23,640 4,853 28,494 14 28,508 － 28,508

セグメント利益 3,026 550 3,576 5 3,582 － 3,582

セグメント資産 11,092 3,417 14,509 0 14,510 14,975 29,486

その他の項目        

減価償却費 595 146 742 － 742 － 742

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
1,143 46 1,189 － 1,189 255 1,445

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「仕入商品販売」を含ん

でおります。

２．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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４．報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

売上高 前事業年度 当事業年度

報告セグメント計 27,119 28,494

「その他」の区分の売上高 11 14

財務諸表の売上高 27,131 28,508

 

（単位：百万円）

利益 前事業年度 当事業年度

報告セグメント計 1,564 3,576

「その他」の区分の利益 5 5

財務諸表の営業利益 1,570 3,582

 

（単位：百万円）

資産 前事業年度 当事業年度

報告セグメント計 16,726 14,509

「その他」の区分の資産 0 0

全社資産（注） 10,022 14,975

財務諸表の資産合計 26,749 29,486

（注）全社資産は、報告セグメントに帰属しない共用固定資産及び投資その他の資産であります。

（単位：百万円）

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 財務諸表計上額

前事業

年度

当事業

年度

前事業

年度

当事業

年度

前事業

年度

当事業

年度

前事業

年度

当事業

年度

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
786 1,189 － － 242 255 1,028 1,445

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、共用有形固定資産及び無形固定資産であります。
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【関連情報】

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 ごま油 食品ごま その他 合計

外部顧客への売上高 22,346 4,773 11 27,131

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 海外 合計

23,990 3,141 27,131

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

海外に属する主な地域は、北米であります。

 

(2）有形固定資産

海外に所在する有形固定資産はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

三井物産株式会社 10,499 ごま油、食品ごま

三菱商事株式会社 4,179 ごま油、食品ごま

 

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 ごま油 食品ごま その他 合計

外部顧客への売上高 23,640 4,853 14 28,508

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 海外 合計

25,201 3,306 28,508

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

海外に属する主な地域は、北米であります。

 

(2）有形固定資産

海外に所在する有形固定資産はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

三井物産株式会社 11,391 ごま油、食品ごま

三菱商事株式会社 4,621 ごま油、食品ごま
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万
円）

その他の関
係会社（当
該その他の
関係会社の
親会社を含
む）

三菱商事㈱ 東京都

千代田区

204,446 総合商社 (被所有)

直接26.35%

－ 原材料の主要

仕入先(22.6%)

であり製品の

主要販売代理

店(15.4%)

営業
取引

製品の
販売
(注1)

4,179 売掛金 725

原材料の
仕入
(注1)

3,637 買掛金 －

営業取
引以外
の取引

交際費他
(注1)

0 未払金 －

三井物産㈱ 東京都

千代田区

341,481 総合商社 (被所有)

直接21.48%

－ 原材料の主要

仕入先(44.5%)

であり製品の

主要販売代理

店(38.7%)

営業
取引

製品の
販売
(注1)

10,499 売掛金 2,599

原材料等の
仕入
(注1)

7,174 買掛金 264

営業取
引以外
の取引

販売手数料
他
(注1)

2 未払金 0

小澤物産㈱ 東京都

品川区

50 流体搬送

機器・貯

蔵用機器

等の販売

(被所有)

直接15.86%

役員

1名

製品の保管荷

役及び運送委

託

役員の兼任

営業
取引

製品の
販売
(注1)

2 売掛金 0

営業取
引以外
の取引

支払
運賃他
(注1)

390 未払金 53

（注）１．上記の金額の内、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．関連当事者との取引条件については、他の取引先と同様の条件であります。
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当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の関
係会社（当
該その他の
関係会社の
親会社を含
む）

三菱商事㈱ 東京都

千代田区

204,446 総合商社 (被所有)

直接26.35%

－ 原材料の主要

仕入先(19.9%)

であり製品の

主要販売代理

店(16.2%)

営業
取引

製品の販売
(注1)

4,621 売掛金 1,131

原材料の
仕入
(注1)

2,123 買掛金 164

営業取
引以外
の取引

出向料
(注1)

15 未払金 －

三井物産㈱ 東京都

千代田区

341,481 総合商社 (被所有)

直接21.48%

－ 原材料の主要

仕入先(45.2%)

であり製品の

主要販売代理

店(40.0%)

営業
取引

製品の販売
(注1)

11,391 売掛金 2,664

原材料等の
仕入
(注1)

4,825 買掛金 326

営業取
引以外
の取引

出向料他
(注1)

12 未払金 0

主要株主

小澤物産㈱

(注3)

東京都

品川区

50 流体搬送

機器・貯

蔵用機器

等の販売

(被所有)

直接11.31%

役員

1名

機器の購入他

役員の兼任
営業
取引

製品の販売
(注1)

0 売掛金 －

営業取
引以外
の取引

機器の購入
他
(注1)

147 未払金 3

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社

小澤商事㈱

(注3)

東京都

品川区

1 物流事業 (被所有)

直接4.55%

－ 製品の保管荷

役及び運送委

託

営業
取引

製品の販売
(注1)

1 売掛金 0

営業取
引以外
の取引

支払運賃他
(注1)

317 未払金 39

（注）１．上記の金額の内、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．関連当事者との取引条件については、他の取引先と同様の条件であります。

３．小澤物産株式会社は、平成28年６月１日に、小澤物産株式会社および小澤商事株式会社に会社分割を実施し

ています。本会社分割により、出資比率は、小澤物産株式会社が11.31％、小澤商事株式会社が4.55％とな

り、小澤物産株式会社は、当社のその他の関係会社に該当しなくなり、その他の関係会社から主要株主に異

動しております。

 

（１株当たり情報）

 
 

前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 2,279円95銭 2,531円38銭

１株当たり当期純利益 152円87銭 284円39銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。
 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 1,436 2,673

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,436 2,673

期中平均株式数（千株） 9,399 9,399

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 3,524 79 231 3,372 1,600 112 1,772

構築物 744 31 14 761 514 21 247

機械及び装置 7,964 1,176 847 8,292 6,530 454 1,762

車両運搬具 117 26 18 126 84 15 41

工具、器具及び備品 621 126 30 717 580 129 136

土地 1,539 4 826 718 － － 718

建設仮勘定 382 1,131 1,444 70 － － 70

有形固定資産計 14,895 2,576 3,413 14,058 9,311 732 4,747

無形固定資産        

ソフトウエア 294 1 0 295 281 7 14

その他 14 － － 14 7 0 7

無形固定資産計 309 1 0 309 288 7 21

長期前払費用 5 5 1 10 2 1 7

（注）当期増減額の主な内容は次のとおりであります。

増加

有形固定資産 建　　　　物 工場換気設備設置工事 31百万円

 機械及び装置 製品第二工場充填設備関連工事 1,079百万円

 工具器具備品 折りたたみ式コンテナ購入 70百万円

 建設仮勘定 製品第二工場充填設備関連工事他 1,131百万円

減少

有形固定資産 土      地 神戸事業所土地 826百万円

 建設仮勘定 本勘定振替額 1,444百万円

 

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 77 － － 0 77

賞与引当金 326 342 326 － 342

役員賞与引当金 74 174 74 － 174

（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、債権回収による取崩0百万円であります。

 

【資産除去債務明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末における

負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略して

おります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

内訳 金額（百万円）

現金 0

預金の種類  

当座預金 15

普通預金 1,982

定期預金 8,515

別段預金 1

小計 10,514

合計 10,515

 

２）売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

三井物産㈱ 2,664

三菱商事㈱ 1,131

東亜商事㈱ 424

伊藤忠商事㈱ 249

国分グループ本社㈱ 284

その他 1,351

合計 6,107

 

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（ヶ月）

(A) (B) (C) (D)

 

(
Ｃ

×100）
Ａ＋Ｂ

 

 

(Ｄ ÷
Ｂ

）
12

 

5,652 30,523 30,069 6,107 83.1 2.4

（注）売掛金には、消費税等を含めております。

 

３）商品及び製品

品目 金額（百万円）

商品  

外注品 0

小計 0

製品  

ごま油 870

食品ごま 280

小計 1,150

合計 1,151
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４）仕掛品

品目 金額（百万円）

ごま油 728

食品ごま 45

合計 773

 

５）原材料及び貯蔵品

品目 金額（百万円）

原材料  

ごま種子原料 3,329

原料油等 86

容器等 94

小計 3,511

貯蔵品  

ＬＮＧ他操業用資材 16

圧搾機部品他工事用資材 55

小計 71

合計 3,583

 

６）投資有価証券

相手先 金額（百万円）

株式  

日清食品ホールディングス㈱ 1,084

SUPER DISCOVER INVESTMENT LTD. 328

キユーピー㈱ 232

㈱みずほフィナンシャルグループ 57

加藤産業㈱ 39

その他 112

合計 1,855

 

②　負債の部

１）買掛金

相手先 金額（百万円）

東洋製罐㈱ 327

三井物産㈱ 326

日本山村硝子㈱ 210

三菱商事㈱ 164

広栄㈱ 86

その他 505

合計 1,620
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２）未払金

相手先 金額（百万円）

㈱中電工 61

㈱ＡＤＫインターナショナル 43

アイサワ工業㈱ 40

小澤商事㈱ 39

三井倉庫㈱ 34

その他 1,103

合計 1,321

 

（３）【その他】

①　当事業年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高(百万円) 7,313 14,643 21,878 28,508

税引前四半期(当期)純利益金額

(百万円)
551 1,382 2,576 3,929

四半期(当期)純利益金額(百万円) 365 933 1,751 2,673

１株当たり四半期(当期)純利益金

額(円)
38.90 99.27 186.31 284.39

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額(円) 38.90 60.37 87.04 98.08

 

②　決算日後の状況

特記事項はありません。

③　重要な訴訟事件等

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ――――――

買取手数料 株式の売却の委託に係る手数料相当額として別途定める金額とする。

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由により、電子公告をす
ることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。

公告掲載URL

http://www.kadoya.com

株主に対する特典 毎年３月末現在の100株以上所有の株主に対して、年１回自社製品を贈呈
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第59期）（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）平成28年６月28日関東財務局長に提出。

（2）内部統制報告書及びその添付書類

平成28年６月28日関東財務局長に提出。

（3）四半期報告書及び確認書

（第60期第１四半期）（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）平成28年８月12日関東財務局長に提出。

（第60期第２四半期）（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）平成28年11月14日関東財務局長に提出。

（第60期第３四半期）（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）平成29年２月14日関東財務局長に提出。

（4）臨時報告書

平成28年７月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時

報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 

  平成29年６月23日  

か ど や 製 油 株 式 会 社    

 

　 取　 締　 役　 会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 篠原　孝広　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 永田　　立　　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているかどや製油株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第６０期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び

附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、かどや製

油株式会社の平成２９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、かどや製油株式会社の平成

２９年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、かどや製油株式会社が平成２９年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

 

 （注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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